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（ 続紙 １ ）                             




究をまとめたもので、8 章から構成されている。  













第 4章では、アノードに COと酸素が存在する条件で、電流密度を変えたときの CO
耐性の低下について評価している。また、ガス供給方法を変化した時のアイオノマー
及び高分子電解質膜劣化について検討している。電流密度が低いほど CO耐性の低下
が顕著となった。また電流密度が 400 mA cm-2では、アノード触媒上での COの吸着と
脱離が繰り返し生じることでセル電圧の振動が観測され、このとき CO耐性低下度は、






















第 6章では、アノード触媒である Pt-Ru/C触媒上での H2O2生成量について、触媒中
の Ru含有量の影響を評価している。Pt/C触媒及び PtRux/C(x = 0.3, 0.5)触媒は、0.1 V vs. 
SHE以下で H2O2生成率の増加が観測された。これは、0.1 V以下で水素が触媒に吸着
するため、H2O2が還元され難くなり、その結果H2O2が増加している。一方で、PtRux/C(x= 
1.0, 1.5, 2.0)触媒については、いずれの電位でも H2O2生成率はほとんど変化しないこと
が観測された。これは 0.1 V以下でも H2O2が Ru上で還元されるためであることが見
























（続紙 ２ ） 
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は、固体高分子形燃料電池(PEFC)のアノードに起因する電池劣化について研














3. アノード触媒である Pt-Ru/C触媒上での H2O2生成量について、触媒中の Ru含有量
の影響を評価した。Pt/C触媒及び PtRux/C(x = 0.3, 0.5)触媒は、0.1 V vs. SHE以下で H2O2
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